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[研究 ノー ト]
対応概念について(1)
Note:OntheMatchingConcept(1)
根 津 文 夫
FumioNezu
1は じ め に
今か らち ょうど四半世紀前に ヒル トン(Hylt・n,DelmerP.)は論稿 「費用収益対応について1の
冒頭において,費 用収益対応の概念ないしコン ヴェンシ ョンが財務会計の領域において 占め る地
位 の重 さに関 し,次 の よ うに論述 している。
「最近,損 益計算書 の優位性 とともに,r費用取益対応』 として知 られている会計 コソ ヴ ェ ン
シ ョンの重みが増 しているのを 目撃してきた。事実,近 年 の会計における幾つかのイノヴェー
シ ョンが正当なもの として認められてきたのは,実 質的に,そ れ らが対応過程を よりよく成し
遂げたか らであるとい うよ うにみえ る。多 くのアカウンタン トの考えでは,こ のたった一つの
コン ヴェンシ ョンが他 のすべ ての コンヴェンシ ョンを凌駕していると看ている。別言すれば,
ある特定の手続きが対応概念に適合すると断定され うるならば,他に語る必要はないのである。
すなわち,そ うなれば問題は徽 され 当該手続きは正当なものと認定されるのであ2.」(傍
線 は引用者による。以下,断りのない限り同じである。)
ヒル トンによれば,当時,対応概念ないしコンヴェンションが会計の計算原則 ・手続きを支配
し,律 していたのであり,それを規準として計算の諸原則 ・手続きの正当性が判定されていたと
いうのである。彼の言葉には少しく誇張した面 もなくはないが,対応概念(原則)が近代財務会
計の中に占めていた地位の大きさを的確に表現しているといって差し支えないであろう。そして,
当時の財務会計の状況を振 り返ってみたとき,ヒル トンの指摘に多 くの論者は同意するであろう
が,それに異を唱える論者は少ないであろう。対応概念が近代会計,特 にその損益計算において
中枢的位置を占めていたことは自明のことである。
もちろん,対応の概念ないし原則は現行の企業会計実務においても,特9こ損益計算上,依然と
して基本的地位を占めていることは言うまでもなかろ う(それを規制する会計基準ならびにそれを支
える会計理論においても同様である)。何故なら,現在の企業会計実務の中心課題が期間損益計算に
あ り,それは発生主義会計として特徴づけられており,その際に,一般に,発生原則,実現原則,
ならびに対応原則の三つが発生主義会計において中心的役割を担 う計算原則として指示されてい
ωHylton,DelmerP.,"OnMatchingRevenueWithExpense,"TheAccountingR励鋼,October,
1965,p.824.
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るか らであ る。
このよ うにみて くると,対 応概念(原 則)には特に取 り立 てて論 じるぺき課題 もな さそ うに み
え る。 しかしなが ら,少 し く仔細に検討す ると,問 題がないわけではない。
〔2}
{1)ひとつは当該概念 の解釈が多様 にわたっていることである。 た とえば,そ れは損益計算 の全
過程 を表現す る原則である,一 期 間の費用額 と収益額を限定す るための計算原則であ る,あ る
いは比較的限定 された意味に解釈 して,そ れは費用認識過程に適用 され る原則である,と い う
よ うに理解され る。'さらに,対 応概念(原 則)は 収益 ・費用の計算 にかかわ る原 則では な く,
む しろ質的な概念原則であ り,収 益 ・費用の測定過程の背後にあ って両者の概念的対応関係の
有無を確認 し,そ れを通して損益計算 の概念的妥当性を保証す る原則であるとい う解釈 もなさ
れ る。 ア メ リカ合衆国のかつての会計基準設定機関であ った会計原則審議会(AccountingPrin・
ciplesBoard)は,そのステー トメン ト第4号 において,対 応 とい う用語の使用を,そ の多義性
の故に,明 確に避けている。APBは 次の ように述べている。
「麺 とい う用語は,会 計学において,利 益計算の全過程を言い表す ために用いられ ることが
度 々あ る。〆しか しながら,この言葉はまた度 々,比較的限定 された意味で費用認識 の過程に,あ
るいは さらによ り一層限定 された意味 において,原 因 と結果を基礎 とす る原価 と収益 との関係
づけ(assoc輌atingcostswithrevenueonacauseandeffectbasis)`こよる費用の認識 に適用 され る
{3)
こともある。重座 とい う用語はその意義の多様{生め故に本ステー トメン トでは使用されない。」
(傍線は原文イタリック体)
対応概念(原則)の多義性は従来から指摘されていた。このことは,極めて一般的な会計学の
教科書においてさえ,対応原則が期間損益計算における計算諸原則の中でどのような位置付けを
与えられるべきか,発生,実 現,対応という期間損益計算のための基本原則間の相互関係はどの
② 福島孝夫は我が国において対応概念(原則)が どのように解釈されているかを,(a)当該概念(原則)
hの本質的意義
,(b)それの適用範囲,(c)発生原則,実現原則,対応原則の相互関係の三つの面から分析し
ている(武田隆二編著 『財務会計の論点』同文舘,1981年,第3章「損益計算書原則」第4節 「対応原
則」)。福島は,(a)を①対応原則を質的な概念原則とする見解と②量的な計算原則,すなわち一期聞の収
益と費用の金額的大きさを決定するための計算原則とみる見解とい う二つの対照的な立場に,(c)につい
ては対応の意義を収益と費用の因果関係と理解し,対応原則を期間費用を把握するための最終的な計算
原則(す なわち発生費用から期間費用への変換を認識 ・測定する原則)とみる見解と,実現原則と発生
原則の背後にあってこれら二つの計算原則によって完成させられるべき,他の計算原則の基礎をなす概
念原則とみる見解に整理している。(c)の二つの見解はもちろん(a)における二つのそれぞれ対照的な立場
から誘導されたものである。(b)については,①と②のそれぞれに関して,次のように分別 ・整理している。
① 概念原則として理解する立場
③利得 ・損失をも含めた広義の収益 ・費用にも関係する原則とする見解
⑮利得 ・損失を除く狭義の収益 ・費用に関係する原則とする見解
② 計算原則として理解する立場
③損失をも含めたすべての費用に関係する原則とする見解
⑤損失を除く狭義の費用に関係する原則とする見解
◎売上原価あるいは個別的対応関係を有する費用のみに関係する原則とする見解
③APBStatementNo.4,βasicConceptsandAccountingPrinciplesUnderlSingFinanciatSta.
tementsofBusinessEnterpn'ses(AICPA,1970),footnote43.
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ように捉えられるべ きか,と い うような基木問題 に関してさえ共通の理解 が見 られ ない とい う結
果に導いているのである。
{2)これまで対応原則は 「一般 に認め られた会計原則」の一つであった し,現 在において もそ う
であ る。 しかしながら,他 方において,当 該概念 ・原則は少な くとも1960年代中葉以降,ア カ
ウンタン トの間で論争の的にな り,時 には批判の対象にな って きた。そして,そ の論争や批判
ω
は会計の基本構造 との連関において展開されてきた とい う経緯がある。 また,モ ス ト(Most,
KennethS.)のよ うに,近 年,会 計ルールや会計基準の制定が一つの 「会計原則」 としての 「対
応」に必ず しも依拠 していない ことを示す証拠が積み重ね られつつあ ると語 り,そ れを以て対
㈲
応原則の財務会計に占める現在の地位を 「対応原則の後退」と断定する論者もいる。
かように,自 明であるかのような対応概念 ・原則はその本質的意義}まもちろんのこと,さらに
計算構造の基本に係わる重大な諸問題を抱えているのである。しかしながら,本稿の課題は上記
の如き諸問題を正面から取 り上げて持論を展開することではない。つまり,対応概念の一義的解
釈を提示することではないし,当該概念 ・原則の批判的分析を展開し,そ こからさらに会計の新
たな基本構造を描写しようとするものではない。あるいは,対応概念の多様な解釈を整理してそ
の類型化を試みようとするものでもない。ここでの目的は,①対応概念(原則)が近代財務会計
において高い地位を付与されていたこと,そして現在においても広汎な承認を得ていることの証
拠を列挙し,②モス トが主張するように,対応概念(原則)はかって与えられていた地位か ら後
景に退きつつあるのか,も しあるとすれば,対応原則からの離脱傾向はどのような場面において
見られるのか,③対応概念 ・原則の批判的分析 ・見解も併せ,対応概念 ・原則に関するないし関
係す る幾つかの文献を取 り上げて,当該概念 ・原則の諸説を整理することであ り,したがって本
稿は対応概念 ・原則に関する序論的部分に該当する。
日本会計研究学会 ・関西部会は1987年11月14目に,統一論題を 「発生主義会計における諸概i念
の再検討」と設定して,シンポジウムを開催した。その時 の座長をつとめた武田隆二は,「個人
的認識に基づ く見解」としながら,上記のテーマが設定された理由を述べた後,四 人の報告者の
問に見られた費用把握に関する立場の整理とその類型化を行い,つづいて武田自身の考 え る対
㈲
応 ・実現 ・発生の各概念の意義と体系的整備=計算構造における位置づけを提示している。 もち
{4)会 計 の 基 本 構 造 と の 連 関 に お い て 対 応 概 念(原 則)に 対 す る 批 判 を 展 開 し て きた 論 者 と して,た と え
ぽ ス プ ラ ウ ス(Sprouse,RobertT.)やカ ム(Kam,Vernon)等が い る。Sprouse,RT.,``TheBalance
Sheet-EmbodimentoftheMostFundamentalElementsofAccountingTheory,"inZeff,S.and
Keller,T.(eds.),FinancialAccountingTheory1,McGraw・HillBookCompany,1973,PP.1ti4-
74.,Kam,V、,ん εo顕励gTheorpt,JohnWiley&Sons,1986,chapters5&8を参 照 。 彼 ら の所
論 に 関 し て は 後 に 取 り上 げ る 予 定 で あ る。
(5)Most,KennethS,"TheRiseandFalloftheMatchingPrinc三ple,"AccottntingandBμsiness
Research,Autumn,1977,p.286.
{6)武 田隆 二 「損 益 会 計 に お け る 基 礎 的 諸 概 念 の 検 討 」r会 計 』 第133巻第2号,同 「損 益 会 計 に お け る 内
部 原 理 と数 量 化 原 理 発 生 一 実 現 ・対 応 概 念 の 位 置 づ け 一 」if会計 』 第133巻第3号 。 こ の シ ソ ポ ジ ウ ム で
の 報 告 者 と 論 題 は 下 記 の 通 りで あ る(い ず れ もr会 計 』第133巻第2号 お よ び 同 第3号 に 収 録 され て い る)。
中 田 清 「発 生 概 念 ・実 現 概 念 お よ び 対 応 概 念 の 再 検 討 」
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うん,こ こでは この ンンポジ ウムを取 り上げ るわけではない し,ま た このシンポジウムは期間損
益計算の中枢 的位置にあ る計算原則ならびに発生主i義会計の構造を取 り上げた ものであ り,設 定
されたテーマから当然の ことながら,対 応概念 ・原則を包み込 んだ よ り幅広い内容を扱 っている。
だが,武 田が整理してい るように,各 報告を読む と,概 して収益 の認識ないし把握 に関 しては実
現原則が適用 される点では一致してい るとはいえ,費 用の認識ないし把握については,発 生原則
のみで行えるとす るもの,対 応概念で処理できるとみ るもの,あ るいは両原則の併用を主張す る
ものな ど,意 見が分かれ,さ らにそ こから必然的に導 かれる ことではあ るが,こ れ ら三つ の計算
原則の相互関係について,論 者の説明は必ずしも同じではない。筆者は,対 応概念 は,歴 史的に
みて,も づば ら費用の認識ないし把握を説明す るための基本原則 として登場 してきた と,そ して
現在 もそのよ うな意義を担わされていると認識 してい るが,損 益計算の基本構造に関 して依然多
様な解釈が存在す ることか ら判断 しても,こ こで対応概念 ・原則に関す る研究 ノー トを纏め るこ
ともまった く無意味なことではなかろ うと考え られ るのである。
2対 応概念の起源とその浸透
① 対応概念の起源について
対応概念を会計理論のなかに最初に最 も明確な形 て導入したのはペ ィ トン(Paton,Will三amA.)
と リトル トン(Littleton,A.C.)であ った と考えて間撞 いはなか ろう。彼 らの対応概i念の整理 ・検
討は後 に譲 ることに し,こ こではた とえばr会 社会計基準序説』 の第二章 で 「基礎概念」を要 約
した箇所 の次の言葉を引いてお こう。すなわち,彼 らは 「会計の主た る関心は,費 や された努力
(7)
の効果を測定す る鑑定(testreading)としての 費用 ・収益 の期間対応にある。」 と明言す る。
問題はそれ以前にかか る計算思考 が存在 していたか どうかである。 モス トは 「1940年以前(ペ
イ トン&リ トル トンの 『会社会計基準序説』が刊行される以前一 引用者)には,対 応への言及はな く,
⑧
費用 と収益 は期間に準拠して 確定 されていた。」 と主張し,'対応思考はペ イ トン&リ トル トンに
よって初めて導入 された と断定す る。た とえぽ,彼 はサンダース(Sandars,H.)・ハ ッ トフ ィール
ド(Hatfield,H.R.)・ムーア(M ・re,U.)の所謂SHM会 計原則,1935年に刊行 された当時の標準
的 と考え られ る二冊の教科書 の一部を引用 して,1940年以前 には 「対応」に基づ く損益計算思考
が見 られなかった と指摘し,彼 の主張を裏づけるための証拠 とす る。
「すべての取益 と費用はそれ らが帰属す る期 間に正し く配分 され るべ きであ り,か ような方法
に よ り当該期間の純利益は 確定 され る。如何 なる事業においても取益 と費用の相当部分はそ の
清水茂良 「発生主義会計におけ る諸概念の再検討 費用の認識における対応原則と発生主義の関連に
ついて」
井原理代 「対応の概念構造」
平敷慶武 「認識 ・測定原則 と低価基準観 との関係について」
{7}Paton,W.A.&Littleton,A.C.,AnlntrodtectiontoCorporateAccountingStandards,(AAA,
,1940)p.7,中島雀吾訳r会 社会計基準序説』(森山書店,改 訳版,1958年)11ペー ジ,但 し,訳 は拙
・訳に『よる(以 下,同 じ)。
(8)Most,K.S.,opcit.,P.287.
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(9)配分
についてなんらの疑問 も生 じせ しめないほ ど期間 と明確に関連 しているのである。」
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「計算書が会計期末に,期 中において稼得 されたすべ て の収 益(income)を表示す るように,
oo
それはその収益の稼得に際して発生したすべての費用を表示しなければならない。」
「(搬計算書は)雌 の源泉とその幡 の獲得に際して発生し儲 初 費用(を示携 」
モスFはr会 社会計基準序説』の刊行後にだされた複数 の出版物にあた ったのち,そ れ らには
いずれ も対応概念 ・原則に言及した箇所は見当た らない と述べ,し たがってペ イ トン&リ トル ト
ンが提示したよ うな対応概念が汎 く承認 され るまでにはさらに数年に亙 る時間が必要であ ったと
指摘す る。
これ9こ対 して,リアオ(Liao,ShuS.)はモス トよ り遅れ て二年後に同じ くAccountingandBusi-
nessResearchに掲載 した論稿 「対応 と原価配分」 のなかでモス トとは対照的な見解 を示 してい
る。 リアオは 「対応概念は,ペ ィ トン&リ トル トンが1940年に この用語を導入す るまで,会 計学
⑬
において言及され ることはなかった が,対 応思考は長い 間に亙 り深 く浸透 していた。」 と主 張 す
る。た とえば,上 記に引用したマ ッキンゼ イ&ノ ー ブル,な らびにハズバン ド&トーマスの言葉
には明らかに対応思考が見られる と説 くのである。したが って,リ アオの解釈 によれば,所 謂S宜
M会 計原則のなかに も既に対応思考が存在す ることになる。 かか る見解の相違は,畢 童,対 応概
念の解釈の違いに基づ くものである。
リアオはペ イ トン&リ トル トンの次の よ うな表現,す なわち 「特定の期 間における収益はかか
a4
る収益 によって代表され る製品 と合理的に関係す る費用(c・st)を賦課 され るべ きであ る。」,「会計
の主 たる関心は,費 や された努力の効果を測定す る鑑定 としての費用 ・取益の期間対応にあ る。」
とい うこれらの文言はマ ッキンゼ ィ&ノ ーブルやハズバン ド&トーマスらの 「損益計算の過程を
働
受け入れていたこと」を示すものであると断定する。 このことは彼が対応概念を 「取益から費用
を控除する過程」であると解釈していると思わせるのである。さらに,リ アオは 「対応は本質的
(9)Sandars,H.T.,Hatfield,HR.&Moore,U.,AStatementofAccountingPrinciples(American
InstituteofAccountants,1938,repr三ntedbyAAA,1959),p.25,山 本 繁 ・勝 山 進 ・小 関 勇
訳tSHM会 計 原 則 』(同 文 舘,1979年)29--30ペ ー ジ 。
eO)McKinsey,JamesO.andNoble,HowardS、,AccoimtingPn'nciples(South--WesternPublishing
Company,1935),p.253.
0①Husband,GeorgeR.andThomas,OlinE.,P戸 π{ψZεぷofAccottnting(HoughtonMifil量nCom-
pany,1935),p.33.
⑫ モ ス トが あ た っ たIB版 物 は 次 の 四 冊 で あ る 。Finney,H.A.,Gθ ηぽ αZAccounting(Prentice・Hall,
1942),Noble,HowardS.,AccountingPrinciples(S皿th-WesternPublishingCompany,5thed.,
1949),New】ove,GeorgeH.andGarner,S.Pau],ElementaryCostAccounting(D.C,Heathand
Company,rev,ed.1949),Mauriello,JosephA.,lntermediateAccounting(RonaldPressCompany,
1950).モ ス トに よ れ ば,CPA試 験 で 対 応 概 念 に 関 係 す る も の が 出 現 し た の はr会 祉 会 計 基 準 序 説 』 刊
行 後,同 じ く 数 年 後 で あ っ た と い う(Most,K.S.,op.cit.,p.287)。
⑬Liao,ShuS.,"TheMatchingConceptandCostAllocation,"Accountingand」BttsinessResearch,
Summer1979,p.228.
⑭Paton&Littleton,ψ.cit.,p,69,邦 訳,118ペ ー ジ 。
05}Liao,S.S.,op.cit.,p.229,
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に,ア カウンタン トに よ り広範に実践 され,経 営者に よって受 け入れ られていた原価配分を合理
㈹
的に説明す るためのもの」であ り,ペ イ トン&リ トル トンは対応概念を まさにか ような もの とし
て捉えていた とい う。
モス トはその論稿の結論部分において,次 の如 く語 っている。「損益計算書は一部は取 益 か ら
費用を控除す る過程であ り,そ の限 りで対応概念は疑いのない妥当性を もつ。 誤 りは,費 用が収
益の関数であ る,,あるいはその逆の関係にあると仮定 し,そ れに よって損益計算書の機能一 収
益性の計算に役立つ こと一 と操業計算書(operaringstatement)の機能一 効率性の測定に役立
つ こと一 とを混同す る点にある。利潤ないし純利益は残余(residue)であるから,損益計算書の
この二つ の フロー(費用と収益)はそれぞれ独立して測定 され る場合に のみ,そ の残高(balance)
初が解釈 され
,分 析され うるのである」。 モス トもリアオと同様 に対応概念に対 して明確な 定 義 を
与えていないが,こ の上記の文言,な らびに アメリカ会計学会(AAA)の対応概念に関す る1964
㈹
年委員会 が与えた定義 「報告された取益 との因果関係に基づい て 費用を報告す る過程」(thepro・
cess・frep・rti・g・・p…Fs。・th・b・・i・facau・eand・ffectrel・ti・n・hipwithrep・・t・d・evenu・・)を弓1
用しザ それに対 して格別の批判 も加えていない ことから判断 して,費 用 と収益が因果関係にあ り,
かかる関係を基礎にして結果であ る収益(達 成された成果)と原因である費用(費 やされた努力)と
を関係づける過程 として対応概念を解釈 していると考えられ るのである。
このよ うに,対 応概念の起源(originsofthematchingconcept)をめ ぐるモ ス トと リアオ との
「対立」は当該概念の解釈の相違に起 因す るが,さ らに両者の間にはそ もそも最初か ら対応概念 ・
原則に対す る姿勢に決定的な違いがあ り,そ のことが大 きな要因になっていると考え られ る。 リ
アオは 「我 々は対応概念を受容可能な ものにす る こ と が で き る か」(canwemakethematching
conceptacceptable～)と一つ の節を設け,そ のことに努力を傾注 す る。そ して,原 価(費 用)配分
の指針としての対応概念の多義性に関す る トーマ ス(Th・mas,ArthurL)のコメン トを批判 しつ
つ,「問題の核心は対応概念それ 自体 ではな く,費 用を収益に関係づけるため の基礎を欠 い て い
ることにあることに注意すべきであ る。費用を収益に関係づけ るための受容可能な基準が存在し
ないために,ア カウンタン トは費用の配分 ・再配分のための多様な基準を使用 して き た の で あ
　
る。」と語 り,結論部分において,対応概念の批判的見解に対して次の如き批判を加える。
「会計理論発展の逆説的な面の一つは,多 くの抽象的で暖昧に定義された諸概念が広汎な承認
を得ているが,それらが,抽象的であるが故に,広範囲にわたって承認されてきたということ
にある。諸概念が有用になるほど,それ らはより具体化されるので,よ り意見の食い違いが生
まれる源になるのである。……
a⑤lbid.,P,229.
⑰Most,KS.,呼cit.,p.290.
a8こ の 委 員 会 報 告 書(AAAConceptsandStandardsResearchStudyCommitteTheMatching,
Concept,"TheMatchingConcept,"TheAccountingRevieze,,April,1965,pp.368-372)に関 し て
は 節 を 改 め て そ の論 点 を 整 理 す る。
09Liao,S.S.,op.cit.,P.230.
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対応は会計的配分 の論理的解釈か ら成長 したの である。それは期間内配分(inter-・peri。da1!・-
cations)と期間配分(intra-peri・dal!・cati・ns)の概念的土台である。幾つかの配分方法が恣意的
であるとい う事実は,対 応概念が無用であ るとい うことを意味しない。 当該概念がなければ,
一切の配分は,た とえ客観的 であ っても,理 論的には是認で きない。論理 的解決は当該概念を
倣操
作レベルで より受容可能な ものにす ることであ る。」
リアオの見解 では,対 応概念は費用を取益に関係づけ るため の擁護で きる規準を与え るもので
はな く,何 らか の配分基準が 「費用を取益に関係づけるための指針」 とな らなければな らないの
であ る。彼の場合には,費 用を取益に関係づけるための受容可能な基礎は何 かを明らかにす るこ
と,す なわち合理的な配分基準の発見 とい う立場か ら対応問題 に接近 し,か かる観点か ら対応概
念の不可欠 さを説 くのであ る。そ こでは対応概念は 「原価(費 用)配分 の概念的土 台」 として 認
識 されているのであ る。配分基準 として比較的頻繁に使用 され るものには,観 察可能な物理的関
連(・bservablephysicalconnection),因果 関 係(causalielati・nship),効益 関 係(beneficialrelation'
ship),負担能力(ability・t・・bear)がある。 リアオに よれ ば,「効益関係 と負担能力に依存す る配分
基準は本質的に人為的な ものであ る」か ら,費 用を取益に関係づけるための指針 として因果的 ・
物理的な関係に依拠せ ざるをえないことになる。そ こで,次 の ような一つの可能性が考えられ る
⑳
とい う。
1)物 理的関係が観察可能な らば,そ れを配分基準 として使用す る。
2)因 果関係が数量的相関関係分析を通 して明白に確認できれば,そ れを配分基準 として採用
す る。
3)因 果関係が2)の場合の ように明白に確認できないが,質 的因果関係を通 して暗 に確認 でき
れば,そ れを配分基準 として使用す る。
4)確 認可能な関係が確定 できなければ,配 分しない。配分が どうしても必要ならば,統 一的
な基準が使用 されなけれぽな らない。
か ように,リ アオにおいては,対 応は原価(費用)配 分 を合理 的に説 明す るための概念であ り,
その意味において当該概念を積極的に擁護す るのである。
モス トは リアオとは著し く異なる姿勢を と り,敢 えて極言すれば,対 応概念を会計理論か ら放
逐 しようと努力す るのであ る。彼によれば,費用 と収益は 「期間を基礎に測定 された値」(・period
measurements)であ り,そ れ こそが費用 ・取益 の 「伝統的概念」である。した が って,費 用 は収
益 との対応を以て認識 ・把握され るのではな く,それか ら独立 に確定 され うると考え る。 さらに,
モス トはAPBステー トメン ト第四号,財 務会計基準審議会(FinancialAccountingStandardsBoard)
の基準書第二号 「研究 開発費の会計処理」,同第五号 「偶発性項 目の会計処理」ならびに研 究 開
発費に関す るデスカッシ ョン ・メモラン ダムを持ち出し,最 近の会計原則 ・基準 のなかで対応概
⑳1乙 ぜ4.,p.234b
2DIbid.,p.233.
田 そ こでは対応概念に関して次の ように述べ られている。 「概念的には望 まし くとも,対 応は,通 常,
可能であるとはいえない。実務上,た いていの費用は,収 益が期間を以て識別 され るの と同様に,期 間
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念 ・原則の地位が著し く低落していることを指摘するが,そ れは上 記のよ うな費用 ・収益の 「伝
統的概念」(コ`periOdrneasurement')への復帰を示 す兆候 である と主張す るのである。 モス トは,
リアオとは異な り,「我 々は対応な しで生きなが らえるか」(canwelivewith。utmatching～)と課
題 を設定し,近 年の会計基準のなかに窺える傾 向に照 らして,そ れは可能であ ると看 る。 モス ト
は,対 応概念がペ イ トン&リ トル トンの 『会社会計基準序説』によって会計理論のなかに導入 さ
れた ことを重視す るが,筆 者の眼には,そ れによって対応概念の 「歴史性」を強調し ようとして
いるのではないか と映 るのである。 もし以上 のように彼の考え方を整理す ることができるならば,
会計理論上に対応概念が導入された時期,す なわちその起源は,モ ス トに とって,1940年以降で
なければならないであろう。
対応概念の起源に関するモス トと リアオの見解を整理 してきたが,い ずれ にせ よかか る 「起源
論争」は,当 該概念 の解釈 と併せて個人の会計観が複雑 に絡み合 うため,そ の決着は容易でない。
私見に よれば,今 日,対応概念 の最 もオー ソドックスな解釈は,適 正 な期間損益を確定すべ く,
発生主義に より認識 ・,把握 された費用 と実現主義に基づ いて認識 ・把握 された取益 との間に生 じ
る期間的 ズレを調整 して,両 老間に存す る因果関係を基礎 として,発 生費用を当期に帰属す る費
用 と次期以降の諸期間に属する費用 とに再配分 して,費 用の最終的な期間帰属を決定するための
計算原則である,と み る考え方である。取益 と費用 との問に どの程度の因果関係を認め るかは意
見の分かれ るところであるが,こ こではさしあた りその ことは問わ ないでおこう。神戸大学会計
学研究室編 『新会計学辞典』では,次 のよ うに定義され ている。
「期間損益の計算において,一 定の期問に実現した収益に対 し,こ れ に要 した費用を計上して,
正確に損益を算定す るための会計処理の基準である。 この場合,費 用は期間的限定を うけた取
益 に対して,多 かれ少なかれ因果関係的関連性を もつ ものと認め られ た範囲内で,そ の発生額
の うちから期間的配分量の限定を うけることにな る。
(中略)こ のよ うにして,一 旦発生した費用 として期問的配分を うけた費用を,再 び収益を
基準として再配分を行なう会計処理の某準を,収益費用対応の原則とい う。それは計算の確実
性と正確性とを同時に達成するために,取益認識における実現主義と,費用認識における発生
主義とを調和せしめる作用を営むものである。取益費用対応の原則は,収益に費用を対応せし
四
めることを要求す る会計処理の原則である。」 ,
したが って,今 日における対応概念 ・原則の一般的理解に したがえば,リ アオよりもモス トの
主張の方に分がある,と みるほ うが妥 当であろ う。
を以て独立に識別 されてい るのであ る」。FASB,DiscussionMemorandumonAccountingforRe-
searchandDlevelopmentandSimitar(Stamford,Connecticut),p.23.
㈱Most,K.S.,opcit.,p.289.
0ρ 神戸大学会計学研究室編r新 会計学辞典(追 補版)』(同文舘,1968年)487ページ.
㈱ これに対 し,対 応概念は1940年まで会計学に現れなかったが,対 応思考(ideaofmatcliin9)は長い
間にわた り会計実務に浸透していたとい う見方は,リ アオに限 らず,ほ かの諭者の間に もみ られ る。た
とえば・清水茂良はバー ド(Bird,RA・,)とリザーラン ド(Litherland,D.A.)の所説によ りながら,
かかる立場に立脚 している(前 掲論稿,33-34ページ参照)。
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モス トとリアオの対応概念 「起源論争」にいささか深入りしすぎたようである。 ここでは,常
識的ではあるが,対応思考ないし当該概念がペイ トン&リ トル トンにより会計学に明示的に導入
され,彼 らによって明確な形で整理されかつその位置付けを付与されたことを確認しておけば十
二分であろう。以下では,少 しく話をかえて,AAAの 会計原則 ・基準のあいだに対応概念 ・原
則がいつごろ明示的に持ち込まれたか,そ して当該概念 ・原則が会計学の書物においていかに重
要な地位を与えられてきたか,現在においても事情は変わらないことに言及しておきたい。
(2)AAA会 計原則に おける対応 概念の軌跡
1936年「会社報告書に影響を与える会計原則の試案」 には直接 「対応」に言及した箇所はない。
それを暗示 してい る箇所を敢えて指摘す れ ば,「利益の測定」(measurementofinc・me)の項にお
いて損益 計算書 の区分表示を指示 しているところである。
「如何 なる期 間の損益計算書 も,必 要に応 じて,ご つのセクシ ョンに区分 されるべ きである。
その うちの一つ のセ クシ ョンは,そ の時期に可能なか ぎ り正確に測定 された,当 該期間の損益
の明細を表示 し,他 方は実現した資本利得 ・損失ならびに当該期間の営業活動に関連 しない利
四
益の実現と原価の償却から生じた経常外的損益を表示する。」
「試案」はこのあとに営業損益の区分 と経常外的損益の区分のそれぞれに表示されるべ き損益
項 日を指示している。この原則は,明 らかに,損益計算書の表示方法を規定する形式的原則であ
る。しかし↓こうした表示形式が採用されるためには,必然的に,損益計算方法それ自体を,そ
れに即応させることを必要とするが故に,それは損益計算の計算原則 ・実質的原則を内包してい
⑳
るもの と解釈す ることもで きる。 また,周 知のよ うに,「試案」は会計は 「本質的に,評 価 の過
㈱AmericanAccountingAssociation,"ATentativeStatementofAccountingPrinciplesAffCcting
CorporateReportstltAccountingandReportingStandardsfor(70rporateFinanciatStatements
and」PrecedingStatementsandSupPlements(AAA,1957),P.5,para.9.中島省吾訳編 『増訂A.A.
A.会計原則』(中央経済社,1964年)30ペー ジ。
勧 山下勝治は,経 済安定本部 「企業会計制度対策調査会」が1949年に中間報告 として発表 した 「企業会
計原則」(所謂 「安本会計原則」)ならびに会計原則の根底に横たわる会計理論の根本的 ・総体的解 明を
展開 した著書r会 計原則の理論』のなかで,同 「原則」 の損益計算書原則(一)に おけ る規定 「損益計
算書は,企 業 の経営成績を明らかにするため,当 該期間に発生したすべての収益 と之に照応す るすべて
の費用 とを記載し,当 期純利益(又 は当期純損失)を 表示しなければならない。」,さらに同C項 におけ
る 「費用 及び収益は,そ の発生源泉に従 って分類 し,各 収益項 日とそれに関連す る費用項 目とを損益計
算書に対応表示 しなければならない。」 とい う文言に関して,こ の原則は表面的には損益計算 書作 成方
法を規定す る形 式原則ではあるが,「かか る表示形式 を採るた め には,必 然的に,損 益計算方法それ 自
体を,之 に即応す ることも必要 とす るに至るので,特 に之を損益計算の実質的原則 として重要視 しよう
とす るものである。」 と分析 して,こ れを損益計算にかかわ る計算原則 と理 解す る(山 下勝治r会 計原
則の理論』i森山書店,1951年,87ペー ジ)。但し,山 下は,か か る費用収益照応原則(山 下は,上 記の
規定 のうち,前 者は費用収益照応原則,後 者は費用収益対応原則に該当 し,こ れ らを総称して照応原則
と呼んでいる)は 期間収益 と期間費用 との照応を考えてい る ので,「それは……始めから期間的収益,
それに照応す る期間的費川の大 きさを限定す るとい う期間的,総 括的損益計算制度 を 予定 して い る も
の」 であ り,「費用収益の照応原則としては極めて非原則的であ り,そ の実益も亦極めて乏 しい もの」
である,そ れは 「厳密には 自己矛盾 の原則であるとさへ考え られ る」 と捉 え,「企業会計原則」に おけ
る対応原則の問題 と限界を鮮 明に指摘 している(前 掲書,90-91,95ページ参照)。
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程ではな く,歴 史的原価 と収益を当期 と次期以降 の諸期間に配分す ることであ る」 とい う会計本
質 観,今 日か らみれば,勝 れて歴史的な命題を提示した ことで広 く知 られ て い る。特に,「原価
と価値」 の項では,繰 り返 し,原 価ないし費用の配分が強調 されてい る。 したがって,リ アオの
ように対応概念を把握す るならば,「試案」には 「原緬(費用)配 分 の概念的土台」 としての対応
概 念が明らかにあるいはその背後に横たわ ってい ると解釈す ることも可能であろ う。 しかし,筆
者にはかか る理解はい ささか牽強付会 と思われ る。「対応」が導入 されたのは1941年の 「会社財
務諸表の基礎 とな る会計原則」においてであるとみるのが妥当であろ う。
1941年「改 訂版」は,「利益」の項 において,期 間利益は期間収 益 と期間費用 との対 応 か ら算
定 され ることを明確に指示してい る。
「利益は,原 価原則にしたが って,実 現した収益を消費ない し費消され た原価 に対応させるこ
とによ り測定 され2.」
リア オに よれ ば,こ の文 言 はAAAの 常 務委 員 会(ExecutiveCommittee)がペ イ トン&リ トル
トンの対応 思 考 ・概 念 を採 択 した ことを示 す もの であ り,そ して これ 以 降,合 計 方 法(acc・unting
methods)が判定 され るた め の規 準(criterion)として対 応概 念 の適 用 が ア メ リカ合 衆 国や イ ギ リ
四
スにおいて広汎に受け入れられてきたのである。また,「原価」の項には,直裁的には原価 ない
し費用の配分に言及したものではあるが,成果を産み出そうとする努力と産み出された成果との
照応を基礎にした費用 ・収益の期間的対応を示す思考も窺える。
「それぞれの会計期間にわた り,取益を産み出す際に費消された原価,あ るいは別の形で費消
された原価の額,な らびに将来の営業活動に合理的に帰属しうる原価の額を計算しなければな
の
らない。」
リ トル トンは 「試案」が発表 された当時のAAA常 務委員会の メンバーであ ったが,ペ イ トン
については不 明である。 しかし,1941年「改訂版」当時,リ トル トンは依然 として常務委員会 の
メンバ ーに とどまり,し か もリ トル トンとペ ィ トンは他の六名 とともに 「改訂版」の起草委員で
伽
あったという事実から判断して,既に一般に指摘されてきたように,かかる対応思考ないし概念
の明示は基本的にr会社会計基準序説』の会計観が作用していた とみることができる。
1948年改訂版 「会社財務諸表の基礎となる会計諸概念 ・諸基準」は,その前の二つと比較して,
資産概念,利益概念,配分思考等,会計の基本的な考え方にかな り変容がみられ,また体系 ・構
成の面はともかくとして,そ の内容には若干の矛盾点も見い出せる。しかしながら,1941年「改
訂版」のように,費用収益の対応計算とい う表現は明確に用いられていないが,費用を収益に関
係づけるための具体的指示が与えられているところに1948年版の特徴がある。
そこでは利益は次のように規定され,損益法的利益i観とは若干異な り,利益の内容に具体的な
㈱AAA,"AccountingPrinciplesUnderlyingCorporateFinancialStatements(1941rev.),"AAA,
o♪cit.,p.11,前 掲 邦 訳,48ペ ー ジ 。
四Liao,S.S.,02.cit.,p.229.
eOAAA,op.cit,,p.9,para.A--3,前 掲 邦 訳,45ベ ー ジ 。,
倒 前 掲 邦 訳 「総 括 的 解 説 」,7&9ペ ー ジ 参 照 。
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裏づけを与えてい る。
「企業の利益は企業の正味資産(資産から負債を控除したもの)の増 加であ り,収 益が費 用 を 超
え る額に よって測定 され る。」
か ような利益概念が与え られたのち,費 用概念は,利 益概 念に即応す るように,広 義に解釈さ
れ る。
「費用は,利 益を測定す る際に,取 益から控除 された資産の原価 ないしその一部分である。 こ
うした控除は 当期の現金支出,資 産原価の総体的ないし部分的費消,ま たは 負債 の発生を通し
て生 まれ るのであ る。費用は営業上 の原価(。peratingc・Sits)一」艮益の産 出との関 係 づ け(aSi
sociationwiththeproduct董onofrevenue)を突 き 止 め る こ と が で き る 控 除 分 一 と 損 失 一 か よ
うな関係づけを持たない控除分一 とからなる。」
ここで注目すべきことは,狭義の費用が収益との関係づけにおいて論じられていることである。
それは以前の二つの版にはみられなかった点である。そして,下記の文言から明らかなように,
狭義の費用と収益との対応ないし関係づけが具体的に論じられていることも特徴的である。
「費用は次の期間に認識を与えられる。周 その期間の取益と直接的な照応ないし関係づけが
ある期間,た とえば顧客に商品を引き渡した場合である。(b)その期間の収益と間接的な関係
づけがある期間,た とえば事務関係の給料や賃借料がこの場合である。(c)当期の取益の産出
に関係づけられないが,資産原価の費消が測定可能な期間,た とえば洪水や火災から生じた損
o⑭
失 が この場合である。」
(a)が費用と収益 との個別的 ・即物的対応関係,(b)が期間的 ・聞接的関係を指していることは言
.うまでもない。 かか る認識の仕方は,APBス テー トメン ト第四号 における費用の解釈に共通す
る部分があると考 えられ る。同ステー トメン トでは,費 用は次のよ うに規 定 され て い るの であ
る。
「費 用 は,収 益 が割 り当て られ た 期 間 との 関係 づけ(association)を通 して,場 合 に よって は直
接 的 に,し か し殆 どの場 合 に 間接 的 に,そ の期 間 の収 益 と関 係づ け られ る原価 で あ る。 将 来の
取 益 に 関係 す る,あ るい は将来 の会 計期 間 に関 係す る原価 は 資産 と して 将 来 の期 間 に繰 り延 べ
られ る。 …… 一期 間 の 費用 は,(a)その期 間 の取 益 に直 接 関係 づ け られ る原 価,(b)収益 との 直接
的 な関 係 以外 の何 らか の基 礎 に もとつ いて 当該 期 問 に関 係す る原価,(c)実際 上,如 何 な る他の
期 間 とも関係 づ け られ な い原価 であ る。」
APBス テ ー トメン トの この文 言 は対応 概 念 ・原 則 につ い ての 今 日の 最 も一般 的 な 見 解 を,そ
して 私見 に よれ ぽ,最 もオ ー ソ ドッ クスな解 釈 を表 明す る もの であ る と看 るこ とがで きるが,上
記 の 二つ の 文章 を 比較 す る と,既 に ア メ リカ会計 学 会 の1948年版 に お いて それ に匹 敵 す る見 解が
披露 され て いた と考 え られ るの で あ る。 モス トに よれ ば,1948年にはCPA試 験 に 関す る教 科 書 の
BZAAA,"AccountingConceptsandStandardsUnderlyingCorporateFinancialStatements(1948
rev.)",AAA,op.cit、,p.15,前掲邦訳,61ベージ。
㈱&641bid.,p.16,前掲邦訳,62-63ページ。
倒APBStatementNo.4,0p.cit.,para.155.
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なかで対応概念が論及されていた。このことから,この頃には当該概念は専門家以外の間でも馴
染みのある概念になっていたのではないか と推察できるのである。筆者には,ア メリカ会計学会
の会計原則 ・基準のなかに 「純粋な」損益法的損益計算思考からの離脱傾向を垣間見ることがで
きるこの段階において,そ こに対応概念 ・原則の具体的内容が明示されたことが,皮肉に映るの
である。
さて,1957年版 「会社財務諸表のための計算 ・報告基準」にいたると,様相はかなり変わって
いる。そこでは,会計の基本的職能や 「ゴーイング ・コンサーン」概念の考え方,資産の概念規
定 とその評価方法,実現概念の規定等にみられるように,従来とは著しく異なる会計観が披涯さ
れ,そ れに即応して対応思考は著しく後退する。rN利 益計算」の項に おい て,損益計算の主
観性一 これは資産が 「未費消の原価」ではなく,「期待された営業活動に利用可能なまたは そ
鵠
れに有益な用役潜在力の総計」として定義されたことと不可分の関係にあると考えられる一 が
強調されたのち,費用と収益との対応計算に関する表現がみられる。
「近代の会計において,利益は一般に企業の全存続期間より短い特定の期間毎に算定される。
資産の寿命は,たいていの場合,数期間に及び,企業の取引は各会計期間の終 りに一様に完了
を迎えるわけではないので,利益計算は見積りと判断の行使を要する複雑な会計的操作である。
企業の実現純利益は一つの営業単位としての企業の効率性を測定するものであ り,それ は
(a)取益とそれに関係する費消原価(expired・st)どを比較して,前老が後者を上回る額な い し
下回る額,(b)資産の売却,交換またはその他の転換から生じた利得ないし損失,か ら生まれる
㈱
正味資産の変動である。」
ここには実現利益 が収益 と費用 との比較対応によ り求められ ることが明記 されてい るのがわか
る。 しか しながら,こ の他に 「対応」に触れた箇所はな く,ま た損益計算書作成方法を規定す る
形式原則に言及した ところも見 当たらない。他方で,1950年代後半には会計実務慣行ならびに会
計学教科書において,適 正な期間利益の計算を行 う際に 「慎重な対応は会計の欠 くべからざる機
能(ariessentialfuncti・n・facc・unting)である」,あるいは対応過程は 「企 業の会計において根本的
な(fundamental)ものであ る」 と主張 され,対 応概念は,冒 頭で紹介した ヒル トンの言葉に よっ
て鮮やかに示されていた よ うに,確 固た る市民権,し か も財 務会計の根本原則たる地位を確保 し
ていたのである。 ここにAAA会 計原則 と実務慣行 との対聴性を見て取 ることができるし,ま た
前 者における 「指導性」・「規範性」を知 るのであ る。
以上,AAA会 計 原則におけ る対応概念を取 り上げたが,既 に明らかなよ うに,そ れは1941年
「改訂版」で明記され,48年 「改訂版」においてその具体的内容が示 された のである。 そ し て,
1950年代後半に会計 実務慣行やそれを解説ないし記述した平均的 ・標準的出版物 では対応概念 ・
原則が財務会計上謂わば 「金科玉条」の如き位置を付与 されていたに も拘 らず,57年 「改訂版」
田AAA,"Ac¢ountingandReportingStandardsforCorporateFinancialStatements(1957rev.),,,
AAA,ψ.cit.,p.54,前 掲 邦 訳,132-133ペ ー ジ 。
勧lbid.,p.56,前 掲 邦 訳,136ペ ー ジ 。
飴SeeMost,K.S.,op,cit.,p.287.
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ではその地位が著しく後退したのである。それはAAA会 計原則における会計思考の基本的転換
に起因するものであったと認識できるのである。
(3)対応概念 ・原則の浸透
ここでは,前にも述べておいたように,対応概念 ・原則が幾つかの会計基準 ・原則な らびに
「一般的」・「標準的」な書物において財務会計上,と りわけ損益計算上,基 本的原理 ・原 則た る
位置を与えられてきたこと,そして現在におけるも依然としてかかる地位に留まっていることを
我が国の文献を中心に リサーチする。
対応概念 ・原則は我が国においても戦後 「会計の近代化」が展開される過程で 「一般的承認」
を獲得してきた ことは改めて語る必要がないほど明らかである。それは経済安定本部 「企業会計
制度対策調査会」が1949年に中間報告として公にした 「企業会計原則」(所謂 「安本会計原則」)の
臼
損益計算書原則(一)の なかに既に明記されたのである。そのことは現行の 「企業会計原則」に
おいてもなんら変わらない。因に,1987年改正の 「企業会計原則」は次のように指示している。
「損益計算書は,企業の経営成績を明らかにするため,一会計期間に属するすべての取益とこ
れに対応するすぺての費用とを記載して経常利益を表示し,これに特別損益に属する項目を加
減して当期純利益を表示しなければならない。」
「費用及び収益は,その発生源泉に従って明瞭に分類し,各収益項 目とそれに関連する費用項
日とを損益計算書に対応表示しなければならない。」
前の文言は直裁的には損益計算書の本質に,後者は費用 ・収益の対置表示の必要に言及したも
のであり,これを以て費用 ・収益の認識ないし把握にかかわる実質的対応関係が明示されている
o田
とはいえないかもしれないが,山下に倣えば,損益計算の実質的原則を内包したものであると考
えることもできる。
「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書第五」「繰延資産について」(1962年
8月,大蔵省企業会計審議会中間報告)は 「第一 企業会計原則と繰延資産」の項,「第二 繰延資
産と損益計算」のなかで繰延経理の必要 とそれが行われるべき理由を述べているが,そ の箇所で
明らかに対応思考を基礎に繰延経理の根拠を提示している。
「ある支出額が,繰延経理される根拠は,お おむね,次 の二つに分類することができる。
(1)ある支出が行なわれ,また,それによって役務の提供を受けたにもかかわらず,支出もし
くは役務の有する効果が,当期のみならず,次期以降にわたるものと予想される場合,効果
の発現とい う事実を重視して,効果の及ぶ期問にわたる費用として,これを配分する。
② ある支出が行なわれ,また,それによって役務の提供を受けたにもかかわらず,そ の金額
が当期の収益に全 く貢献せず,む しろ,次期以降の損益に関係す るものと予想される場合,
取益との対応関係を重視して,数期間の費用として,これを配分する。」
近代会計において,すでに役務の提供を受け,それを消費し,それに対する対価も支払われた
09&㈹ 脚注㈱を参照。
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に も拘 らず,そ れ が貸借対照表能力を付与 され てきたのは もっぱ ら対応 思考に もとつ くものであ
ω
ろう。上記の文言はこのことを典型的に示している。
さらに,同 「連続意見書第四」「棚卸資産の評価につ いて」は 「第一 企業会計原則と棚卸資
産評価」の 「二 取得原価基準」のなかで,棚卸資産原価の配分に関して次のような意見を示し
ている。'
「適正な期間損益の算定にとっては,一 般に,購入又は生産した棚卸資産の取得原価を一会計
期間の実現収益に合理的に対応させることが必要である。実現取益に対応する棚卸資産原価を
確定するためには,棚卸資産の取得(購入又は生産)に要した現金支出額又はその等価額(すな
わち取得原価)を分類,集計し,これを払い出された棚卸資産と未払出しの棚卸資産に配分する
手続きをとり,販売のために払い出された棚卸資産への配分額を把握しなければならない。 こ
の原価額をもって実現取益に対応する費用とし,未販売の棚卸資産に配分された支出額はこれ
を将来の期間の費用として繰 り越すのである。このような資産原価の期間配分をささえる根本
思考を費用配分の原則と称する。」
ここでは期間損益計算上,費用配分の原則に準拠して棚卸資産原価の期間配分が行われなけれ
ばならないことが指摘されているが,そ の背後には明瞭に対応思考が作用している。否,む しろ,
傍線を付した言葉から明らかなように,費用配分の原則は対応概念 ・原則を前提にしてはじめて
その存在意味をもちうるのである。すなわち,極言すれば,後者が成立しなけれぽ,費 用配分の
原則も必然的に会計理論から放逐されるとい う関係にあると読み取ることができるのである。か
ように,近代財務会計ならびに現行の会計実務慣行において,対応思考あるいは対応概念 ・原則
は期間取益と期間費用の認識ないし把握のみならず,原価ないし費用の配分,資産の貸借対照表
能力等,会計の基本に関係するものであり,かかる意味においてそれは企業会計の 「基本原理」
であったし,現在においても実践上そうであるとみることができる。
対応概念 ・原則の適用はアメリカ合衆国の会計専門機関のみならず,他 の英語圏諸国において
も支持されてきた。たとえば,イ ギ リスの 「基準会計実務書」(StatementsofStandardAccounting
Practlce-SSAP)第九号 「棚卸資産の会計処理」はその序文において,棚卸資産の貸借対照表価額
は原価か正味実現可能価額かいずれかで表示されるべきことを説明する過程で,対応概念の支持
を表明している。
「一会計年度における利益の計算は原価とそれに関係する取益との対応を必要とする。未売却
または未消費の棚卸資産の原価は将来の取益を期待して(買い手が)負 ったものであろう。し
たがって,収益が一年後に生じると予想される場合には,その取益が発生したときに当該取益
㈹ 中村 忠は,費用の把握には発生主義と費用収益対応の原則の二つの計算原則が必要であることを指
摘した箇所で,繰延資産が対応原則を基礎にして貸借対照表に計上される,と明瞭な判断を下している
(中村 忠r財務会計論』国元書房,1984年,60ページ)。
「ついでながら,繰延資産の計上も費用収益対応の原則にもとつ くものである。つまり支出の全額を
その年度の費用とするのは正当でないために一部を資産として繰 り延べ るのである。
このように対応原則は,費用の繰延 と見越計上の両方に作用するのである。」
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に対応 させ るべ くこの原価を繰 り越す ことが適切であ る。その際に適用すべ き概念は,原 価を
負 った年度 ではな く,取 益が発生する年度に原価 と収益 とを対応 させるとい う もの で あ る。
(殿損,陳 腐化または需要の変化の結果 として)発 生した費用(cost)を補填す るに足 る収益を
将来合理的に期待できないならば,か か る回収不能原価(irrecoverablecost)はその年度の収益
に負担 させ るべ きであ る。か くして,棚 卸資産は,通 常,原 価,あ るいは正味 実 現 可 能 価 額
働
(netrealisablevalue)より低い場合には,正味実現可能価額で表示される必要がある。」
次に,幾つかの著書を取 り上げて,それらのなかで対応概念 ・原則がどのような地位を与えら
れてきたか素描しておきたい。その過程において,論者により,当該概念 ・原則は,た とえば費
用の計算にかかわる基本原理 ・原則,または損益計算の全過程を律す る概念 ・原則,あ るいは企
業会計全般に通じる根本原則等,相異なる意i義ないし位置付けを付与されていることが明らかに
なるが,こ うした多様な解釈の整理 ・類型化はここでは行われない。
① 我が国において企業会計あるいは損益計算め説明のためにいつごろから対応概念 ・原則が
適用されてきたのか,それを究明することは現在の筆者にとって重す ぎる課題であるが,第二次
世界大戦前に既に費用と収益とを対応させて損益計算を説明する考え方は存在していたと思われ
る。たとえば,山下勝治は1940年(昭和15年)にr会計理論の新構想』を著し,そ の第六章 「期
問的損益の把握方法」のなかで,特に期間費用の計算との関係においてかような考えを披涯して
いる。本書は,「会計学の理論は,企業会計の現実を其の究極的統一に於て理論的に思惟 し,之
を理解することに存すると言 う著者の包懐す る根本的立場」のもとで,主に ドイツ会計理論を咀
咽して会計の一般理論を構想した書である。
山下は 「期間的損益の把握方法」で,期間損益限定の二つの途,次いで期間収益の認識 ・確定
に言及したのち,第三節 「期間的損費の決定」のなかで期間費用を如何にして認識 ・把握すべき
か論じている。「取益に対応すぺき期間的損費を限定するに就いても亦,取益と同様 に,その支
出ではなくて損費発生の事実をもって損費発生の時点と考える」 と,発生の事実に基づいて期間
費用を認識すぺきことを論述したあと,たとえば 「連続的に買入れられる商品について言えば,
その期間に現実に買入れられた商品が其期間に販売されているとは限らない」から,「か か る場
㈲
合には,出来るだけ取益に対応する損費を限定するために特殊の考慮を必要とする。」と指摘す
る。そして,期間収益に対応する期間費用の把握には二つの方法が考えられるとして,下記のよ
うに語るのである。
「この期間的収益に対応する期間的損費の把握には二つの方法が考えられる。その一は,期間
的損費を期間的収益に直接関連せしめて個別的に把握する方法であり,他は,期間的損費を直
聞StatementsofStandardAccountingPracticeg,"Stocksandworkinprogress,1,Part1-Ex・
planatorynotepara.1(Acco凹tingStandardsCommittee,issuedMay,1975,Part4addedAugust,
1980)、
臼3山 下 勝 治r理 論 会 計 学 』(巖 松 堂,1948年)「序 」1べ 一 ジ。 な お,r理 論 会 計 学 』{ま 『会 計 理 論 の 新
構 想 』 の 再 版 で あ り,こ れ に 原 価 計 算 論 が 追 加 さ れ た の み で,理 論 体 系 ・内 容 は 改 訂 さ れ て い な い.
⑭ 山 下 勝 治r会 計 理 論 の 新 構 想 』(巖 松 堂,1940年)146-!47ベー ジ。
50r明 大商学論叢』第73巻第3・4号(1991年2月)(220)
接収益に関連せしむることな くして,期間的収益全体に対して期間的損費全体を把握する方法
之である。」
一方は個別的 ・即物的対応関係を,他方は期間的 ・間接的対応関係を指していることはいうま
でもない。山下は期間費用把握のための二つの方法,すなわち実質的対応関係を指摘したのち,
損益計算の区分表示,すなわち費用と収益の形式的対応関係を詳説している。かように,戦前期
に山下は既に対応計算の必要,と りわけ期間費用把握のうえでそれが有する意味を十二分に認識
していたのである。但し,そ こにおいては対応が他の計算諸原則を律するような考えはみられず,
おそらくかような思考は戦後に支配的になったのであろう。黒沢 清の下記の論文は このことを
示唆している。
② 黒沢 清は1949年に発表した論稿 「費用と収益との対応の原則」の冒頭で,動態論的会計
観に立脚して早 くも対応原則があらゆる会計基準の中枢を占めることを強調している。
「経営活動をr費用および取益の流れ』 として把握し,之を一定の会計上の尺度に従って整理
し,報告することが,企業会計の主要な機能であるとすれば,r費用と収益との対応 の原則』
㈲
こそ,す べての会計基準の中心を占め るもの とみなさなければならない。」
さらに,ギ ルマン((}ilman,Stephen)が著 したAcconntingConbeptsofprofit(RonaldPress,
1939)の所説に依 りなが ら,保 守主義 と対応原則との関係にふれて,後 者の漸次的優位性を指摘
してい るp'
「古い会計原則 として永 く支持 されて来た保守主義の原則は,費 用収益対応 の原則 と今や対立
す るに至 った。た とえば,… …1938年のは じめに或 る商品を10ドルの取得原価で買入れた とす
る。そ して1938年の期末にその商品の再購入に要する価格は9ド ルに下落 した とす る。そ の商
品は1939年に11ドルの代価 で売却されたもの とすれば,低 価主義の原則に従 う限 り,1939年の
売上利益は2ドル となる。 一方1938年1ドルの損失を負担しなければならない。 この未実現の
損失を認めることは,費 用 と取益 とのマ ッチングの原剛 こ一致 しないのである。
実現主義の原則を取益 の側にのみ厳格に適用 し,費 用の側に対す るその適用を緩和す るのが
保守主義の特徴である。
保守主義の会計原則は未だ強 く会計実践の うちに残存してお り,今 ただちにそれを無視す る
ことはで きない。 しかし現在の会計制度 の発展段階は,次 第に保守主義の重要性を低下せ しめ
働
つつあ り,費 用収益マ ッチ ングの原則がそれ に取 って代わ りつつある。」
③ 比較的最近 出版された書物のなかから,対 応概念 ・原則が どの ように形容 されてい るかを
みてお くことにしたい。
③ 「……費用の発生につ いては,… … これ らの費用 がどのよ うにして期間損益の計算に 当 って
期間費用 として計上され るか,と い うことを理解す るためには,そ の基本原則である費用取益
㈹ 前掲書,147ペー ジ。
㈱ 黒沢 清 「費用 と収益 との対応の原則」r企業会計』第一巻第5号(1949年),r近代会計の理論』(白
桃書房,1955年)所収,191ペー ジ。
働 前掲書,198-199ベージ。
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』 を理解しなければなりません。」
「この計算原則(費用収益対応の原則)は,今 日の財務会言において,期間損益を計算する場合
㈲
のi草…本的なものである。」
⑤ 「もともと企業は,経済的合理性を追求する典型的な経済組織体であ り,常に最小の経 済的
犠牲をもって最大の経済的効果をあげることを目的としている。損益会計における費用収益対
応の原則とは,こ うした企業の本質に即して,その企業努力(価値犠牲)を費用の形 で,そ の
企業成果(価値獲得)を収益の形で把握し,両者を期間的に対応させることに.よって企業の純
成果たる純利益を算定することを指示している原則である……。
このように費用収益対応の原則は,企業の本質に根ざしたものであり,損益会計のみならず
企業会計の全般に通じる根本的な会計処理原則であるともいうことができ,この原則から費用
ee
配分の原則,発生主義の原則などの期間帰属決定の諸原則が導き出され る。」
◎ 「発生主義会計は収益 ・費用を価値増減の発生事実にもとついて認識する会計で あ り,……
実現主義の原則にもとつ く取益 と発生主義の原則にもとつ く費用との対応,つ まり費用取益の
6D
対応原則を中核とした利益の計算構造としてあらわれる。」
⑥ グローテ ィア(Glautier,M.W.)とアン ダー ダウン(Underdown,B.)は「会計情報 が選 択 さ
れ,分 析 され,そ して伝達 され る方法に影響を与える」概念 ・原則を 「手続上のコンヴェンシ
ョン」(proceduralconventions)と呼び,対 応原則をゴーイン グ ・コン サ ー ン,実 現主義,発 生
主義,継 続性の原則等 とともにかか るコンヴェンシ ョンの一つに挙げている。そして,対 応の
「コンヴェソシ ョソ」について,次 の ように語 っている。
「財務会計の最 も重要 な目的の一つは諸取引か ら生 じる利益を算定す ることであ る。 このこ
とは,諸 取 引か ら生 じる収益(gains)を識別 し,そ してこの諸取引に関連す る費用を この 収
益に対照 させることを意味す るのであ る。実現のコンヴェンシ ョンは収益 の期間帰属を識別
し,発 生主義のコソヴェンシ ョンはアカウンタン トに よる取益 と費用の的 確な記録を可能に
す る。しか しなが ら,こ れ ら二つ のコン ヴェンシ ョンは利益計算を助けるものではない。対
応の コンヴェンシ ョンが取益をそれに関係す る費用に結びつけ るのであ る。」
㈱ 飯 野 利 夫r財 務 会 計 論(改 訂 版)』(同 文 舘,1983年)11-12べ一 ジ.
69前 掲 書,11-35ペ 一ージ 。
60新 井 清 光r新 版 財 務 会 計 論 』(中 央 経 済 社,1983年)173ベ ー ジ。
SD嵩 村 剛 雄r会 計 学 一 般 原 理 』(白 桃 書 房,1989年)30ペ ー ジ 。
助Glautier,M.W.&Underdown、B.,AccountingTheoryandPractice(2nded.),(Pitmanl982),
P.56.
